
令和８年度
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
令和８年度多久市中小企業等省エネ設備導入支援事業
実施要項
（注意）この補助金は中小企業者向けです。家庭の省エネ家電買換え支援ではありません。（注意）すでに契約、発注、支払などを行っているものは、補助の対象外です。
多久市商工観光課


第１　目的
この要項は、エネルギー価格高騰の影響を受ける市内中小企業等に対し、省エネ設備の導入を支援することで、光熱費負担の軽減及び事業継続を図るため、予算の範囲内において多久市中小企業等省エネ設備導入支援事業補助金（以下、「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

第２　事業スケジュール
	内容
	時期

	申請書提出期間
	令和8年8月17日～令和8年9月30日

	実績報告期限
	令和9年１月15日



第３　用語の定義
この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
１　中小企業等
(1) 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条第1項に規定する中小企業者（個人事業主を含む。）ただし、一次産業（農業、林業及び漁業）を営む者を除く。
(2) 収益事業を行う一般社団法人、一般財団法人又は特定非営利活動法人。
２　事業所　
中小企業者等が事業のための施設として所有若しくは賃借する事務所や店舗等で、常設的に事業を行っているものをいう。
３　補助対象者
補助金の交付対象者は、以下の要件をすべて満たす者とする。
(1) 中小企業基本法上の大企業が発行済株式等の2分の1以上（複数の大企業合計で3分の2以上）を所有する、いわゆるみなし大企業でないこと。
(2) 市内に事業所（本店、支店又は営業所その他これらに準ずるものをいう。）を有し、現に事業を営んでいること。
(3) 市税等の滞納がないこと。市税等の滞納状況については、市長が関係部署に照会することに同意すること。
(4) 自己又は自社の役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団又は同条第6号に規定する暴力団員等に該当しないこと。
(5) 国、県、市その他の団体が交付する補助金等であって、本補助金の対象経費と同一の経費に対するものの交付を受けていない、又は受ける見込みがないこと。
(6) 当該年度において、既にこの補助金の交付決定を受けていないこと（申請は1事業者1回限りとする。）。

４　省エネ設備　
(1)次の要件をすべて満たすものとする。
1 新品であること（中古品、リサイクル品及び自作又は改造した機器を除く。）。
2 市内の事業所に設置するものであること。自宅で事業を実施している場合は、生活スペースと事業スペースが明確に区分されていることを要する。
3 補助対象者が自ら所有するものであること（リース契約によるものを除く。）。
4 現に使用している設備の更新又は新たな設備の導入であり、単なる修理又は部品交換に該当しないものであること。
5 市内事業者（市内に本店、支店又は営業所等を有する事業者をいう。）から購入するものであること。ただし、取り扱う市内事業者が存在しない場合は、この限りでない。
6 補助対象者本人又は補助対象者の関係会社（親会社、子会社その他資本関係を有する法人をいう。）以外の第三者から購入すること。


(2) 次のいずれかの性能を有し、事業用として使用するのものとする。
	区分
	性能
	品目

	省エネ機器
	エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）の規定により定められた機器ごとの省エネ基準達成率 100％以上（省エネ性マークが緑色）のもの。
	省エネ機器（LED照明機器、空調機器、冷蔵庫・冷凍庫、製氷機、温水機器・エコキュート、ガス・石油ストーブ、ガス調理機器）

	指定ユーティリティ設備
	経済産業省資源エネルギー庁が実施する省エネルギー投資促進支援事業費補助金等において、経済産業省が指定する団体（SⅡ）が当該事業のホームページにおいて対象設備として型番を公表しているもの。
	指定ユーティリティ設備（高効率空調、業務用給湯器、冷凍冷蔵設備等）


指定ユーティリティ設備の設置区分及び種別は、次のとおりとする。
	設置区分
	種別（例）

	高効率空調
	電気式パッケージエアコン、ガスヒートポンプエアコン

	業務用給湯器
	業務用ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器（ガス・石油）

	冷凍冷蔵設備
	電気冷蔵庫、電気冷凍庫、冷凍機内蔵形ショーケース、コンデンシングユニット


※　上記の表は例示であり、経済産業省資源エネルギー庁が公表する最新の対象設備一覧によるものとする。



第４　補助対象経費
１　対象経費の範囲
補助対象経費は、補助対象設備の購入、設計及び設置に要する経費とする。
２　対象外経費
次に掲げる経費は補助対象外とする。
（1）消費税及び地方消費税に相当する額
（2）中古品・リサイクル品及び自作又は改造した機器の購入に要する経費
（3）保守及び維持管理に要する経費
（4）既存設備の修理・部品交換・撤去・処分、リサイクル料又は廃棄に要する経費
（取り外し工事費を含む。）
（5）振込手数料等
３　値引きがある場合の取扱い
値引きがある場合は、値引き後の金額を補助対象経費とすること。補助対象経費と補助対象外経費の区別がない値引き額がある場合は、値引き率を算出し、それを補助対象経費に適用した金額を補助対象経費とする。

第５　補助金の額
補助金の額は、補助対象経費に3分の2を乗じて得た額（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、5万円以上20万円以下とする。
【算定式】　補助対象経費 × 2/3 ＝ 補助金額（1,000円未満切り捨て）

第６　申請期間及び申請方法
１　申請期間
令和8年8月17日から令和8年9月30日まで
２　申請書類（提出部数：各１部）
（1）補助金交付申請書（様式第１号）
ア　事業計画書
①　補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し
②　法人の場合は直近の事業年度の確定申告書別表一の写し又は営業実態が客観的に確認できる資料（履歴事項全部証明書・法人設立届出書等）
③　個人事業主の場合は令和７年分の確定申告書第一表の写し又は営業実態が客観的に確認できる資料（個人事業の開業届出書等）
④　省エネ設備導入前の現場写真等（更新の場合のみ）
⑤　導入する省エネ設備の製品名、型番及び省エネ性能（省エネ性マーク（緑色）等）が確認できるカタログ等の写し
⑥　市内の事業所の所在地が確認できる書類（本社が市外の場合のみ）
（事業者名が付された請求書や納付書等の写し）
⑦　市内取扱事業者不存在申立書
（市内に当該対象設備を取り扱う事業者が存在しない場合に限る。）
イ　収支予算書
ウ　誓約書兼同意書
エ　その他市長が必要と認める書類
３　提出先
多久市商工会（〒846-0002　多久市北多久町大字小侍687番地19）

第７　選考方法
１　審査
申請書類の受付後、随時審査を行う。交付決定は申請受付期間終了後に行う。
２　予算超過時の取扱い
受付期間終了後、交付申請額の合計が予算額を超える場合は、市立ち合いのもと抽選を実施し、採択・不採択を決定し、その結果を通知する。

第８　補助事業の実施
１　交付決定
選考の結果、補助金の交付が決定した場合は、補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知する。必ず交付決定を受けてから事業に着手すること。交付決定前の事前着手分は補助対象経費として認められない。
２　変更承認申請
交付決定を受けた内容又は事業計画を変更（軽微な変更を除く。）しようとする場合は、速やかに多久市商工会へ連絡の上、変更承認申請書（様式第３号）を提出し、変更交付決定通知書（様式第４号）による変更の決定を受けること。なお、変更決定前に着手した場合は、対象外として取り扱う。なお、変更交付決定額は、第５に定める補助金の額の範囲内で算定するものとし、変更前の交付決定額を上回ることはできない。
【変更承認申請が必要な事案】
	事案
	具体例

	対象設備の品目の変更
	承認済みの品目（例：空調）から別の品目（例：冷蔵）への変更

	対象設備の型番の変更
	省エネ設備対象基準への適合区分（緑マーク該当・指定ユーティリティ設備該当等）に変更が生じるもの

	購入先の変更
	市内事業者⇔市外事業者の変更、購入先事業者そのものの変更

	設置場所の変更
	事業所の移転、設置予定場所の変更

	交付決定額の変更
	―

	事業の中止・廃止
	―





３　実績報告
事業完了日から30日以内又は令和9年１月15日のいずれか早い日までに、次の書類を多久市商工会へ提出すること。
（1）　事業実績報告書（様式第５号）
ア　事業実績書
①　導入した省エネ設備の購入内容と金額が確認できる書類
　※購入業者・施工業者の名称と設備の納品日が確認できるもの
提出書類の例：納品書、請求書、領収書、保証書、振込票控え等
②　導入した省エネ設備の設置後の写真（原則、型番がわかるもの）
イ　収支精算書
ウ　その他市長が必要と認める書類
４　補助金の額の確定及び支払
実績報告書の審査後、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式第６号）により通知する。補助金の支払は、補助金交付請求書（様式第７号）の提出後、精算払いにより行う。

第９　財産の管理等
１　取得財産等の管理
（1）　事業者は、補助金により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。
（2）　事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え管理しなければならない。
（3）　事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、その収入の全部若しくは一部を市に納付させることができる。
第10　経費の支払について
支払いの事実を確認するため、実績報告時に見積書、注文書、請書、納品書、請求書、銀行振込控、領収書等の証拠書類の写しを提出すること。支払方法は、金融機関からの振込を原則とし、領収書等により確認ができる場合は、現金払いも可とする。
第11　書類・帳簿の保存
補助対象事業の執行に関する書類及び帳簿を整備し、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存すること。
第12　補助金の取消し・返還
事業者が次のいずれかに該当する場合は、補助金の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。
1　申請書その他関係書類に虚偽の記載があったとき。
2　補助金の使途について不正の行為があったとき。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第13　様式一覧
	様式番号
	様式名
	添付資料

	第1号
	補助金交付申請書
	ア 事業計画書
1 補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し
2 法人の場合は、直近の事業年度の確定申告書別表一の写し
※提出できない場合は、営業実態が客観的に確認できる資料
（履歴事項全部証明書・法人設立届出書等）
3 個人事業主の場合は、令和７年度分の確定申告書第一表の写し
※提出できない場合は、営業実態が客観的に確認できる資料
（個人事業の開業届出書等）
4 省エネ設備導入前の現場写真等（更新の場合のみ）
5 省エネ設備の製品名、型番及び省エネ性能（省エネ性マーク（緑色）等）が確認できるカタログ等の写し
6 市内の事業所の所在地が確認できる書類（本社が市外の場合のみ）
※事業者名が付された請求書や納付書等の写し
7 市内取扱事業者不存在申立書（市外事業者から購入する場合のみ）
イ 収支予算書
ウ 誓約書兼同意書
エ その他会長が必要と認める書類

	第2号
	補助金交付決定通知書
	－

	第3号
	補助金変更承認申請書
	－

	第4号
	補助金変更交付決定通知書
	－

	第5号
	事業実績報告書
	ア 事業実績書
1 導入した省エネ設備の購入内容と金額が確認できる書類
（購入業者・施工業者の名称と設備の納品日が確認できるもの）
提出書類の例：納品書、請求書、領収書、保証書、振込票控え等
2 導入した省エネ設備の設置後の写真（原則、型番がわかるもの）
イ 収支精算書
ウ その他会長が認める書類

	第6号
	補助金確定通知書
	－

	第7号
	補助金交付請求書
	－


〇申請書類等の提出先、申請手続き等に係る問合せ先
〒846-0002　多久市北多久町大字小侍687番地19　多久市商工会
TEL：0952-74-2144　FAX：0952-74-4090

〇上記以外の本補助事業に係る問合せ先
〒846-8501　多久市北多久町大字小侍7番地1　多久市役所　商工観光課
TEL：0952-75-2117　FAX：0952-75-2129

